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災害時要援護者の避難誘導アクションプログラムの策定に

 

１ 事業概要  

    災害時における高齢者や障害者等災害時要援護者の避難について、モデ

し、福祉部局と連携した情報共有や実践的な訓練の実施等、消防団や自主

域の人的防災資源を効果的に活用した取組やシステムづくりを行うとと

を参考にアクションプログラムを策定し、地方公共団体に対してノウハウ

る。 

２ 必要性  

    平成１６年７月新潟・福島豪雨、福井豪雨において、一人暮らしや夫婦

齢者の逃げ遅れ等による人的被害が多数発生したところである。 

水害時等における災害時要援護者の避難確保等の課題については、今年

が連携し、避難支援のガイドラインの作成等を行う予定である。来年度は

ラインに基づくアクションプログラムを策定し、地域の実情に応じた実践

ーンを提示することにより、地方公共団体における取組を実効性のある

く。 

３ イメージ図  

         

 

  

 

 

   

  

 

 

    

    

 

 

 

 

         

【国レベル】 

＜平成１６年度：枠組みづくり＞ 

○ 避難誘導対策のあり方検討（今年度、今回の災害の教訓等を検証

＜平成１７年度：実践的ノウハウの提供＞ 

○ モデル事業の実施によるアクションプログラムの作成・配布 

報
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書
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【モデル地域市町村】 

○ 災害時要援護者避難対策推進協議会（仮称）の設置 

（消防団中心、自主防災組織中心、近隣住民中心 等） 

・ 防災部局と福祉部局の情報共有の推進 

・ 共有情報を基にした実践的な防災訓練の実施 等 

   実際の活動状況、課題・問題点を整理した報告書を作成 

 ※ 都道府県は、技術的助言を行う 
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